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論 文 要 旨       

 

 

所属ゼミ  大林厚臣 研究会 氏名  齊藤 直樹 

（論文題名） 

 

スタートアップ企業におけるリスク分析 

 

（内容の要旨） 

 

IT(ソフトウェア・コンテンツ)のスタートアップ企業 は、様々なリスク に直面している。その

直面したリスクに対して、対処ができていたり、できていなかったりする。発生したリスクや潜在

的なリスクを経営者へのインタビューと文献等を用いて整理し、スタートアップ企業が考えるべき

リスク項目を明らかにすることが本研究の目的となる。 

 

インタビューは、設立 1～3 年目：3 社、設立 4～6 年目：3 社、設立 19 年目：1 社、の計 7 社の

役員(代表取締役：4 名、代表社員：1 名、取締役：2 名)に実施し、経営者が考えるリスクマップを

作成した。リスクマップは、19 個のリスク項目をもとに、横軸を発生頻度、縦軸を経営(利益)への

影響度としてプロットした。このリスクマップのリスク項目を会社毎に比較し、文献や下名の知識

等を活用することで、IT のスタートアップ企業が考えるリスク項目の特徴を分析した。 

 

その結果、スタートアップの IT 企業が考えるリスク項目の特徴が分かり、リスク項目の見逃し(過

小評価)の可能性がある項目も分かった。リスク項目の特徴として、先行研究のリスクとも一致し、

経営者のリスク項目の認識も高いものが 3 つあった。それは、競争過多、人材難、コスト増の 3 つ

である。この 3 つのリスクは、適切な対策が出来るかは分からないが、多くの企業がこの 3 つのリ

スクを重要と考えているため、見逃しは少ないと言える。 

 

 先行研究と一致しないが、経営者で共通の認識があるリスク項目も存在した。それは、資金調達

であり、受注開発等の事業であれば、設立 1 年目から利益を上げることが可能となる。その後、収

益が安定してきたら、自社サービス、事業の多角化を視野に入れることで、少しずつ成長すること

ができる。結果、総じて資金調達のリスク(頻度)は低い傾向となった。但し、先行研究と同様に、

すぐに利益に繋がらないが、事業の規模が大きくなる可能性を秘め、上場等も目指せる事業であれ

ば、ベンチャー・キャピタルからの資金調達の方が、一つの事業に集中できるため効率は良い。こ

の場合は、資金調達のリスク(頻度・影響度)を高く認識する必要がある。 

 

 本論文で一番重要となるリスク項目の見逃し(過小評価)が発生しているかもしれない項目は、4 つ

ある。1 つ目は、情報漏洩である。情報漏洩のリスクの頻度は各経営者が低く認識していたが、下

名の経験や、情報漏洩に関する記事等を読むと、経営者が認識しているリスクの頻度よりも高いと

考える。そのため、注意が必要なリスク項目の一つである。2 つ目は、取引先の問題である。事業

の性質かもしれないが、このリスクを高く認識している企業としていない企業が存在した。実際に

取引先のトラブルを経験したかしていないかが影響しているかもしれないので、注意すべきリスク

項目の一つである。3 つ目と 4 つ目は、市場ニーズの変化とニーズの調査不足である。新規事業で

あれば、この 2 つのリスクは認識されている傾向があるが、従来型の事業(受注開発等)をしている

企業程、この 2 つのリスクを低く認識している傾向があった。従来型の事業においても、この 2 つ

のリスクが高いと思われるので、このリスクの見逃しが発生しているかもしれない。そのため、こ

の 2 つのリスクには注意が必要となる。 

 

 実際にリスクの対応や対策等を適切に実施することは、資金が潤沢でないスタートアップ企業で

は難しいかもしれない。ただし、意識しなければいけないリスク等を抑えておくことで、事前に多

少でも対応でき、突発の事態に多少なりとも備えることができると考える。 
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1. 本研究の目的 

スタートアップ企業1は、様々なリスク2に直面している。その直面したリ

スクに対して、対処ができていたり、できていなかったりする。発生したリ

スクや潜在的なリスクを経営者へのインタビューと文献等を用いて整理す

ることで、スタートアップ企業が考えるべきリスク項目を明らかにすること

が本研究の目的となる。リスク項目を明らかにすることで、スタートアップ

企業が考えるべきリスクを整理でき、何かしらのリスクが生じたときに想定

外という言葉をできる限り使わないで済むのではないかと考える。また、今

回の調査対象となるスタートアップ企業は、現時点において起業の主流であ

る IT 業界を扱うこととする。 

 

 

2. 先行研究 

(1) シリコンバレーにおけるスタートアップ企業のリスク 

 日本 IT 企業におけるスタートアップのリスク項目を調査する前に、シ

リコンバレーにおけるリスク項目を整理する。理由としては、シリコン

バレーのリスク分析は既にある程度一般化されているため、これを整理

することが、日本のスタートアップ企業のリスク分析に繋がると考える。

(添付資料 1 を参照) 

 

① アイデアの獲得 

 起業する際は、ビジネスモデルの骨格ともなるべきアイデアが必

要になる。その際のリスクは、アイデアに現実的認識が足りないこ

とである。生み出されたアイデアが現実社会で実現性がない、もし

くは需要がないこともある。このリスクは現時点では気付かず、出

資をしてもらうタイミング、もしくはアイデアを形として販売した

際に気付くことになる。 

 

② キッチンテーブルの周りに集まる 

 生み出されたアイデアを実現するために、少人数で打ち合わせを

し、アイデアに磨きをかける。また、ビジョンにも磨きをかける。

その際のリスクは、このアイデアの情報が漏れてしまうことである。

                                                   
1 スタートアップの定義：商品を販売してから、10 年以内の企業とする 
2 リスク：本論文では、特定分野に絞らずに全般的なリスクを取り扱う。 

（例：事業、オペレーション、競争、コンプライアンス、突発的なもの等） 
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起業する人が退社の準備ができる前に、現雇用主に新会社設立計画

を知られてしまう危険や、このアイデアが他の起業グループに東洋

される危険が存在する。 

 

③ 創業者達の確約を得ること 

 メンバーの重要人物から、ともに起業することの確約を得ること

である。その際のリスクは、チームメンバーが起業ビジョンに対し

て生半可な熱意しか持っていないことである。生半可な熱意しか持

たないため、プレッシャーや外部からの圧力があったときに中核メ

ンバーが辞める可能性がある。中核メンバーが辞めると、この後の

資金調達にも影響がでてくる。 

 

④ 弁護士の選定 

 法律関係のトラブル(⑤の雇用主からの離脱)や法律事務所のネッ

トワークを活用するためにも、良い弁護士の選定が必要になる。そ

の際のリスクは、良い弁護士を選べず、法律関係のトラブルで不利

になったり、法律事務所のネットワーク活用が活かせないことであ

る。 

 

⑤ 現在の雇用主からの離脱 

 現雇用主から訴えられることなく辞めるために、相互利益が得ら

れるようにして会社を退職する必要がある。その際のリスクは、創

業者の前雇用主から訴訟されることや、創業メンバーの雇用主から

反対提案を受け退職が出来ないことである。 

 

⑥ ビジネスプランの策定 

 創業者のビジョンをビジネスプランとして文書形式に落とし込む。

中身は、財務的なものだけでなく、持続的な競争力のある有意な立

場へと転換させる計画も含める。その際のリスクは、2 つある。1 つ

目は、続行するだけの価値がない計画や、これまでの作業が無駄に

なってしまうような計画を創業者が作り出すこと。2 つ目は、このビ

ジネスプランが資金供給を受けるにふさわしいものでないのに、資

金供給を受けてしまうことである。(ベンチャー・キャピタリストが

チームの質に賭けると発生する。) 

 

⑦ 経営管理チームの充当 
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 創業者が自信を持つビジネスプランを作成したら、新会社を稼働

するために必要な人員予測を計画する。この計画では、賃金やスト

ックオプションをどの程度持たせるかも計画し、実際に必要なメン

バーを勧誘する。その際のリスクは、人材を妥協して採用してしま

うことである。つまり、人材の獲得が上手くいかないために、妥協

をして必要な能力に達していない人を採用してしまうことである。 

 

⑧ 資金調達 

 ビジネスプランを策定し、経営管理チームが揃ってきたら、ベン

チャー・キャピタリストや投資家から、資金の調達を得る必要があ

る。その際のリスクは、3 つある。1 つ目は、先導するベンチャー・

キャピタリストがいないこと、2 つ目は、いつまでたっても資金調達

ができないこと、3 つ目は、株を安すぎる価格で売却すること等であ

る。 

 

⑨ 法人化及び銀行預金 

 弁護士の協力を得て、会社を法人化する。また、ベンチャー・キ

ャピタリストから得た資金を預金するために、商業銀行の口座も開

設する。その際のリスクは、ベンチャー・キャピタリスト等から資

金が得られないことである。つまり、資金調達の目途がついていた

としても、銀行口座に預金されるまでは、ベンチャー・キャピタリ

スト等が取引から手を引くこともある。 

 

⑩ 本拠地を探す 

 資金等を手に入れたら、オフィスとなる本拠地を探す必要が出て

くる。その際のリスクは、不良の施設を選択してしまうことである。

具体的には、通勤が困難・外観の見た目が悪いと、従業員の募集が

困難になり、オフィスのサイズが大きすぎて家賃が高かったり、賃

借期間が長すぎたりすると余分なコストが増加してしまう 

 

⑪ 立上げ 

 必要な人員を確保し、最初の製品製造を開始する。その際のリス

クは、3 つある。1 つ目は、製品完了日程の遅れである。具体的には、

製品完了日が遅れても給与は発生するため、財務予測が大幅に狂う。

2 つ目は、競争過多により予想していない競合相手が生まれることで

ある。大手企業が参入し、高性能、低価格の製品を市場に投入され
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ることで、収益に大きく影響する。3 つめは、優れた人材の不足であ

る。 

 

⑫ 第 2 次資本調達ラウンド 

 最初の製品を市場に投入する前に資金が尽きてくるため、新たな

資金調達が必要になる。その際のリスクは、資金調達する前に資金

が切れてしまうこと。結果、給与の未払いが発生し、場合によって

は破産をすることもある。 

 

⑬ 最初の製品発売 

 当初予定していたビジネスプランを実行し、最初の製品を発売す

る。次に、安定した収入を得るためにも顧客の獲得を目指す。その

際のリスクを 3 つあげると、1 つ目は、焦点の欠如である。最初の製

品に全員が集中せず、いろいろなことをやり出して失敗する。2 つ目

は、製品出荷日の遅れである。かなりの激務にもなるため、従業員

や主任等が燃え尽き、出荷日が遅れる。3 つ目は、基準に達しない製

品を作ることである。基準に達しない製品は、顧客の信用を落とす

ことにもなり、また過剰な性能も原価や販売価格が増加する要因に

もなる。 

 

⑭ 運転資金の調達 

 ベンチャ・キャピタルの資金供給の不足分を銀行から借り入れる。

その際のリスクは、借入金の返済がもっとも都合の悪い時期に起こ

ることである。具体的には、顧客からの代金回収がまだ行われてい

ないのに、給与等のコストを支払わなければいけない時期に返済を

しなければいけなくなる。 

 

⑮ 初回株式公募 

 ここでは、起業家の一つの山場である株式を公募する。その際の

リスクは、IPO のタイミングを見逃してしまうことである。具体的

には、低迷する株式市場に売り込んでしまうこと、予想外に売り上

げが低い四半期とぶつかることである。また、株価の設定が高すぎ

たり、低すぎたりする場合もリスクとなる。(株価が高すぎると、募

集が少なくなり、株価が低すぎると集まる資金が少なくる) 

 

(2)  リスクマップの説明 
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 本論文でも重要となるリスクマップについて説明をする。リスクには、

発生の確からしさ(発生頻度)と結果(企業に与える影響度)の2つの要素が

含まれている。この 2 つの要素を横軸(発生頻度)と縦軸(影響度)で 2 次元

の図にリスクをプロットしたものがリスクマップである。リスクマップ

は、実際に企業や国が利用したりもする。代表的リスクマップとしては、

図 1 と図 2 となる。これは、イギリスの内閣府が作成したもので、2015

年に作られたイギリス国内で発生するリスクマップである。このリスク

マップは、2 年毎に作成され、この内容を政策にも取り入れる。このリ

スクマップを見ると、国にとっての一番の脅威はテロ等を差し置いて、

新型インフルエンザとなっている。 
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図 1 イギリス国内におけるテロリストのリスクマップ 

 

(出所)  cabinet office(2015) National Risk Register of Civil Emergencies P10 
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図 2 イギリス国内におけるテロリスト以外のリスクマップ 

 

(出所)  cabinet office(2015) National Risk Register of Civil Emergencies P11 
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(3) ロシアにて現地生産をしている日系製造企業の現地リスクマップ 

将来の活性化が見込まれるロシア市場において、現地生産を行ってい

るトヨタ自動車株式会社といすゞ自動車株式会社のリスクマップに着目

する。理由としては、大企業といえども事業部単位でみると、新興国で

新規事業を行っているため、スタートアップ企業の新規事業に近いと考

える。 

まずは、それぞれのロシア事業の概要を説明する。トヨタ自動車株式

会社は 1937 年に設立され、愛知県豊田市に本社を置く自動車メーカー

である。2005 年に、ロシアのプーチン大統領の強い要請を受け、サンク

トペテルブルクに生産拠点を置き、2007 年 12 月から乗用車カムリの生

産を開始した。いすゞ自動車は、1916 年に設立され、東京都品川区に本

社を置く自動車メーカーである。当時、経済成長が続くロシアにて、日

本の自動車メーカーの先頭を切って、2006 年 7 月にウリャノフスク市に

て現地組立生産を開始した。 

 

① トヨタ自動車株式会社(ロシアの現地生産)のリスクマップ 

トヨタ自動車が回答したアンケート調査結果(2009年 11月実施)をも

とに作成されたリスクマップが、図 3 となる。このリスクマップは、

横軸を発生頻度とし、縦軸を発生ダメージとしている。特徴は 3 点ほ

どある。1 点目は、メーカーとして、事業・操業に関する項目の頻度・

影響度が相対的に高いこと。2 点目は、政治経済体制に関連する項目の

頻度・影響度も相対的に高いこと。3 点目は、それ以外の項目は、頻度

も影響度も全体的に低いことである。 

 1 点目の項目を細かく見ると、労働・雇用の優秀な現地の従業員の確

保、輸送・流通の通関トラブル、部品の在庫管理等の頻度と影響度が相

対的に高く、これらと関連して品質維持のリスクも頻度と影響度が相対

的に高いといえる。 

 2 点目を細かく見ると、部品の調達コストに影響が出てくる為替変動

と経済・市場変動が頻度も影響度も相対的に高い。特にどちらも変動は

大きく、現地当局によって決定される部品関税コスト、金利(割賦販売

影響)、市況の悪影響等も部品の調達コストに影響する。 

 3 点目を細かく見ると、1,2 点目以外の項目は全体的に影響度も頻度

も低いが、法的・訴訟に関する国際ビジネス法規専門員と交渉・ビジネ

ス文章、文化摩擦の項目のみは頻度も影響度も高いといえる。 
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図 3 トヨタ自動車のロシア事業におけるリスクマップ 

 
(出所)  菅井 直基(2009) 「ロシアにて現地生産をしている日系製造企業の現

地リスクマネジメント」P39 
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② いすゞ自動車株式会社(ロシアの現地生産)のリスクマップ 

 いすゞ自動車が回答したアンケート調査結果(2009年 11月実施)をも

とに作成されたリスクマップが、図 4 となる。このリスクマップの特

徴は、3 点ほどある。1 点目は、現地取引先やパートナー企業に対する

項目のリスクが高いこと。2 点目は、現地の政治経済の不確実性に対す

る強い警戒があること。3 点目は、それぞれのリスク項目が頻度も影響

度もトヨタ自動車と比較したときに全体的に高い傾向があることであ

る。 

 1 点目の項目を細かく見ると、取引先トラブルやパートナー企業との

トラブルの頻度と影響度が相対的に高い点に着目できる。この 2 つの

項目は、トヨタ自動車の場合だと頻度も影響度も最下位に位置している。

理由としては、いすゞ自動車の場合、現地のパートナーの財務状況が最

悪、かつ顧客の未払いが多いが、トヨタ自動車の場合だとロシア中央政

府の協力な支援も得られ、またトヨタという知名度も高いために良いパ

ートナーと顧客が付きやすいと考える。 

 2 点目を細かく見ると、経済・市場変動、政治的妨害の頻度と影響度

が高い。経済・市場の変動はリーマンショック後も影響しているため、

トヨタ自動車と同様にリスクが高い位置に位置付けられている。政治的

妨害は、トヨタ自動車では低いリスクとして位置づけられていたが、い

すゞ自動車では、高いリスクとして位置づけられている。原因としては、

中央政府から無理難題な要求も目立ち、実際に従わざる得ないこともあ

るという。この差も、中央政府の強力な支援を得られるかによって、差

が出てきている。 

 3 点目を細かく見ると、トヨタ自動車よりもリスク項目が全体的に高

くなっているが、この理由はいすゞ自動車が現地の工場をコントロール

できるか等が影響してくるのではないかと考える。現地の工場を建てる

際の出資が、トヨタの場合 80%であるのに対し、いすゞ自動車は出資

比率が 30%程度である。そのため、現地工場のコントロールや、現地

情報の正確かつ迅速な収集が難しいために、結果としてリスク項目が全

体的に高くなってしまったと推測する。 

 

以上、同じ自動車業界の同じ事業部(ロシア事業)においても、知名度や

政府との関係、現地パートナーとの信頼、出資比率等によって、リスク

マップに違いが出る。 
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図 4 いすゞ自動車のロシア事業におけるリスクマップ 

 

(出所)  菅井 直基(2009) 「ロシアにて現地生産をしている日系製造企業の現

地リスクマネジメント」P44 
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(4) 学校法人仙台育英学園のリスクマップ 

 非営利組織の学校法人のリスクマップに着目してみる。理由としては、

一般企業が利益を追求するのに対し、学校法人は非営利組織であり、国・

地方自治体から資金的援助を得る等、公共性を有している。そのため、

一般企業と全く違う業界のリスクマップを確認することで、スタートア

ップ企業のリスクを分析するのに役立つことが出来ると考える。 

 まずは、学校法人仙台育英学園について簡単に概要を述べる。仙台育

英学園は、1905 年に私塾「英育会」が開塾された。その後、1922 年に

仙台育英中学校を開校し、1948 年に私立仙台育英高等学校が開校され、

1951 年に学校法人仙台育英学園の設立が許可され誕生した。私塾「育英

会」から考えると 100 年を超える歴史のある学校法人である。生徒数は、

3,000 名を超え、職員数は 365 名(2016 年度)である。 

 

 では、学校法人のリスクマップに着目をする。仙台育英学園の教員が

答えたアンケート調査結果(2015 年実施)をもとに作成したリスクマップ

が、図 5 となる。このリスクマップの特徴は、4 点ほどある。1 点目は、

ハザードリスクの頻度にバラツキはあるものの相対的に影響度が高いこ

と、2 点目は、オペレーションリスクと戦略リスクは頻度にバラツキが

あり、相対的にハザードリスクよりも頻度は多く、影響度は少ないこと、

3 点目は、財務的リスクが低いことである。 

 1 点目の項目を細かく見ると、ハザードリスク等は避難訓練等の対策

をして影響度を下げようとしているが、それでも大地震のリスクが仙台

育英学園に一番大きな影響を与えるリスクとなっている。他ハザードリ

スクも含め、発生をコントロールできないこともハザードリスクの特徴

である。 

 2 点目を細かく見ると、オペレーションリスクや戦略リスクの項目事

態の数はかなり多いが、全体的に影響度は小さい結果となっている。こ

の理由としては、仙台育英学園である程度の対策ができているためでは

ないかと考える。 

 3 点目を細かく見ると、財務リスクは頻度も影響度も低い結果となっ

ている。理由は、生徒の募集に対して定員割れが起きいていない学校で

は、収入も安定しているためではないかと推測できる。 

 以上 3 点が仙台育英学園のリスクマップの特徴である。また、仙台育

英学園のように経営がしっかりできている学校は、収入も安定し、オペ

レーションリスクや戦略リスクもある程度対応できていると、学校の存
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続を脅かすのがハザードリスクのみとなってくるため、ハザードリスク

が目立つ結果となるのも学校法人のリスクマップの特徴でもあると考え

る。 

 

図 5 仙台育英学園のリスクマップ 

 

(出所) 加藤 聖一(2015) 「私立学校法人のリスク・マネージメント」p136 

  



14 

3. 調査方法 

(1) 対象企業 

下記 2 つの条件を満たす企業をインタビューの対象とした 

・IT 事業(ソフトウェア・コンテンツ)を中心に活動 

・設立して 10 年未満 

 

上記を対象とした理由は、2 つある。1 つ目は、現時点において会社を

設立する人の多くが、IT 事業で起業している。そのため、IT 事業のリス

クに絞ることで、現在の起業のニーズに適していると考えているからで

ある。2 つ目は、スタートアップ企業の定義を設立 10 年未満の企業と私

が定義したため、これも条件の一つにいれた。 

 結果、インタビューを実施した企業は、設立 1～3 年目：3 社、設立 4

～6 年目：3 社、（参考データとして設立 19 年目：1 社）、の計 7 社とな

り、各会社の役員(代表取締役：4 名、代表社員：1 名、取締役：2 名)に

インタビューのご協力を頂いた。 

 

表 1 インタビュー先の創業年数及び従業員数 

 

 

(2) 調査方法 

対象企業に訪問をし、インタビューを実施した。 

① リスクマップの作成 

スタートアップ企業が考えるリスクを見える化するために、まずは

下記項目を準備した。 

a. 横軸を発生頻度、縦軸を経営(利益)への影響度としたリスクマッ

プの原紙を準備(図 6 参照) 

図 6 リスクマップの原紙 

A社 B社 C社 D社 E社 F社 G社
設立(年目) 19 2 1 3 5 5 6
従業員 10 2 1 8 8 65 6
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b. スタートアップ企業に発生しそうなリスク項目 19 個のコマを用

意 

 

  表 2 リスク項目(計 19 個) 

競争過多 取引先の問題 

不良施設(不動産) コストの増加 

不良設備 ビジネスモデルの不良 

資金調達 市場ニーズの変化 

株式譲渡価格 ニーズ調査の不足 

株式譲渡先 技術開発の失敗 

情報漏洩 規制・法令の変更 

退職 製品不良 

訴訟(前雇用主から) 信用・評判 

人材難  

 

次に、経営者(or 取締役)に、リスクマップを説明し、リスクマップ

の原紙の上に 19 個のリスク項目のコマを配置していただく。コマの

配置する順番等のルールは設けず、会社で考えるリスク項目の影響

と頻度を考慮して、図 7 のようにリスク項目のコマを配置してもら

う。 
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図 7 7 社中 1 社のリスクマップ 

 

 

② インタビュー 

 リスクマップの作成と並行して、役員の方にリスクに関連する質

問をいくつか実施した。リスクマップのみでは、漏れや詳細な内容

を把握できないため、これを補うために質問をさせていただいた。

主な内容としては、起業時のきっかけ、起業時のビジネスモデルの

変移、リスクマップの優先度が高そうな項目、今後対応していきた

いリスク対策等についてである。(詳細は、添付資料 2 を参照) 

 

4. 調査結果 

(1) スタートアップ企業のリスク項目毎に比較 

① リスクマップを項目毎に整理 

各企業の協力により作成されたリスクマップを下記手順によって、

項目を整理する。 

a. リスク項目の点数化 



17 

各企業の役員に回答いただいたリスクマップの縦を 5 分割、横

に 5 分割する(図 8)。横軸の発生頻度では、低：1 点～高：5 点

とし、縦軸の経営への影響度では、低：1 点～高：5 点とする。

横軸と縦軸の数値を合わせたものが、そのリスク項目の得点とな

り、最大で 10 点となる。点数が高ければ高いほど、そのリスク

の優先順位は高くなる。 

図 8 リスクマップを点数化  

 

 

 

b. 各リスク項目をグラフ(散布図)で比較 

リスク項目の点数化を実施後、各リスク項目に対し、グラフ(散

布図)を用いてまとめる。(図 9－12 参照) まとめたリスク項目を

各企業毎に比較することによって、IT 業界のリスクの特徴を見

い出す。 

 

② 調査結果 1(全体的にリスクの認識が高い 9 項目。図 9 参照)  

a. 競争過多、人材難、コストの増加 

 リスク項目の競争過多、人材難、コストの増加は、ほとんどの
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企業が発生頻度も会社への影響度も高く捉えているという結果

となった。 

各項目を細かく確認すると、競争過多については、1 社のみ点

数が低くなった。点数が低い理由は、競合は多いが市場が大きい

ため、現時点では競争をしているという認識がないためである。

6 社が競争過多と認識し、点数の低い 1 社も競合が多いと認識し

ているので、IT 業界は競争過多であると多くの経営者が認識し

ている。 

人材難については、6 社が点数を高くつける結果となった。理

由は、IT 業界はエンジニア不足で優秀な人を探すのに苦労する

ということであり、6 社皆が同じような回答であった。1 社のみ

点数を低くつけているが、これは創業一年目で、現在は一人で活

動をしているため、人材に困る事態に直面していないからである。

IT 業界は、人材難であると多くの経営者が認識している結果と

なった。 

コスト増については、多少バラツキがあるものの全体的にリス

クが高くなった。理由としては、外注費用や人件費等で一定のコ

ストがかかるからである。傾向としては、従業員が多い企業ほど

リスクを高めに設定している。つまり、IT 業界は、従業員等が

多い程、コスト増加のリスクが高いと経営者が意識している結果

となった。 

以上の競争過多・人材難(エンジニア不足)・コストの増加のリ

スクが高いことは、先行研究や下名が勉強してきた知識とも一致

しているので、IT 業界においてこの 3 つのリスクが高いことは

一般的事実と考えられる。また、対策できるか分からないが、こ

の三つは多くの経営者は認識できているので、リスク見落とし

(過小評価)は少ないと考えられる。 

 

b. 取引先の問題 

 各企業において、頻度・影響度ともにバラツキがみられた。頻

度に関しては、取引数が多い企業程、高い傾向が見られたが、影

響度は各経営者によって考え方が違う結果となった。取引先の問

題のトラブルとして、取引先が倒産し売掛金を回収できなかった

ことと、取引先の役員に反社会勢力の方がいたと回答する経営者

がいた。この経営者の取引先の問題の影響度は、高く認識してい

た。このことから、取引先の問題のリスクは、事業の性質だけで
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なく、過去に問題があったかを経験したかにも影響すると推測で

きる。 

つまり、事業の性質上、経営への影響度が少ないということも

考えられるが、実際に事が起きていないだけで影響度を低いと認

識している可能性もある。この場合、このリスクを見逃している

可能性(過小評価)も考えられるため、このリスク項目は気を付け

るべき項目の一つといえる。 

 

c. 市場ニーズの変化、ニーズの調査不足 

 市場ニーズの変化も、ニーズの調査不足も全体として頻度影響

度が高い傾向となった。傾向としては、新規事業を実施している

企業程、この 2 つのリスク項目は高く認識していた。また、回答

の中であったのは、悪いニュース等(例：(株)DeNA の WELQ 問

題3)が発生すると、自分たちのやっている事業に問題がなくても、

顧客が減る等の影響が出る恐れがあるので、市場ニーズの変化は

意識しているとのことであった。 

 新規事業を実施している企業は、重要なので市場ニーズの変化

もニーズの調査不足も意識できている。そのため、このリスクの

見落としは少ないと考えられる。但し、同一の事業(もしくは受

注等の従来型のビジネス)を続けている企業でも、市場ニーズの

変化とニーズの調査不足のリスクは存在すると考えられる。その

ため、事業が安定していることによるリスクの見落とし(過小評

価)が発生しているのかもしれない。(同じ事業を続けている会社

でも、リスクを高く評価するところと低く評価する企業が存在し

た) 

 

d. 製品不良、信用・評判 

 製品不良は、頻度にバラツキがあったものの、5 社が影響度を

4 以上つけ高く認識している結果となった。頻度にバラツキがあ

る理由は、経営者の認識の差によるところが大きいが、影響度に

ついては、新事業をやる企業程影響度が高い結果となった。 

 信用・評判は頻度にバラツキがあるものの影響度は総じて高い

傾向となった。 

 回答としてあったのは、スタートアップ起業において、受注開

                                                   
3 DeNA が運営する医療健康情報サイトの「ウェルク（WELQ）」にて、不正確な記事や著

作権無視の転用が見つかり問題となった。現在、同サイトは閉鎖となっている。 
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発等を主軸においている企業は、製品不良にかなり意識している

とのことである。特に、スタートアップでは実績等がないため、

信用・評判を持ち合わせていない。そのため、製品不良が発生し

てしまうと信用・評判に影響を与え、今後の受注にも影響を与え

てしまうので、受注開発では高品質のものをかなり意識して納め

るとのことである。 

 下名が把握している知識として、WEB やアプリのサービス等

は製品不良が起きることが前提になっているのではないかと考

えている。理由は、製品不良が起きたとしても、すぐにアップデ

ートで不具合を直すことができるので、信用・評判にも悪影響を

そこまで及ぼさないと考える。IT の業種やサービスにもよるが、

製品不良の影響度を各企業が高めに認識されていたので、このリ

スクの見逃し(過小評価)は少ないかもしれないが、過剰に評価し

ているとも捉えることができる。 

 

e. ビジネスモデルの不良 

 ビジネスモデルの不良は、頻度は中程度であるが、影響度は、

各企業高めに認識していた。インタビューした企業は、業績も良

いため、現時点でビジネスモデルに不良がないように思われるが、

リスクの認識は高い結果となった。 

 インタビューをして分かったことだが、7 社中 4 社が起業時と

ビジネスモデルが変わっていた。ビジネスモデルを変えたと言っ

ても、起業時の事業は残したまま事業を増やしていた。また、変

更していない 3社のうち 2社は、設立して 2年以内の企業である。

回答としてあったのは、下記が主なものである。 

・ 一つの事業だけでは何かあったときに会社が傾きかける可

能性があるので、リスクを分散するために事業を増やした。 

・ 受注開発だけでお金を稼ぐことは可能であるが、キャッシ

ュが安定しない。受注して、製品を納品したらお金が入る

ので、平均すると受注してから 4,5 ヶ月後にお金が入るこ

ととなる。これを改善するために、月額毎に収入が入る自

社サービスを始めた。 

現時点で上手くいっている企業でも、影響度や頻度を高めに

認識しているため、この項目も見逃しは少ないのではないかと

考える。(頻度や影響度を低く答えた企業も、事業の多角化を実

施し、リスク分散を既にしている。) 
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図 9 各リスク項目のグラフ 1 

 

競争過多 人材難
発生頻度 影響度 発生頻度 影響度

A社 4 4 A社 4 4
B社 3 5 B社 5 5
C社 3 4 C社 2 1
D社 4 5 D社 4 3
E社 4 5 E社 5 5
F社 1 2 F社 5 5
G社 3 3 G社 4 2

コストの増加 取引先の問題
発生頻度 影響度 発生頻度 影響度

A社 4 5 A社 3 5
B社 3 4 B社 1 5
C社 3 2 C社 2 3
D社 4 3 D社 2 2
E社 3 4 E社 5 5
F社 4 5 F社 3 3
G社 2 3 G社 2 4

ニーズの調査不足 市場ニーズの変化
発生頻度 影響度 発生頻度 影響度

A社 3 4 A社 3 5
B社 3 4 B社 3 4
C社 4 5 C社 3 5
D社 4 4 D社 2 5
E社 1 3 E社 1 2
F社 2 4 F社 5 5
G社 3 1 G社 1 4
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③ 調査結果 2(残りのリスク。図 10 参照) 
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にリスクが少ないかもしれないが、見落としが起きているかもしれ

ないためである。 

 

a. 資金調達 
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先行研究と同様に、まだ利益が出るのに時間がかかる企業では、
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資金調達を活用して人件費、ランニングコスト等を支払っている。

そのため、必然的にリスクの認識は高くなるので、リスクの見逃

しは少ないと考える(一般的にベンチャー・キャピタルから資金

調達している企業は、利益が出るのは先だが、上場も視野に入れ

てスケールアップを狙っている。) 

 他 6 社の資金調達のリスクが低い理由は、始めから収益がでる

事業をやっているためである(受注開発等)。IT 事業は、製造業と

違い生産設備等は必要なく、パソコンがあれば IT サービスはで

きる。そのため、かかる費用のメインが人件費となり、少ない自

己資本でも事業として回すことが出来る。従業員等も、収益の増

加に合わせて増やしていけばよい。その結果、確実に利益を上げ

ている企業であれば、資金調達をする必要はほぼない。ただし、

何かしらの理由(不具合対応等)で利益が出ない時期があれば、銀

行借入等が発生するので、資金調達リスクは変化する可能性があ

る。そのため、ベンチャー・キャピタルから資金を受けていない

企業でも注意は必要と考える。(6 社のうち 3 社は、ベンチャー・

キャピタルから資金調達を絶対にしないと回答もあったので、参

考までに添付資料 3 に載せておく。) 

 

b. 情報漏洩 

 7 社とも情報漏洩の影響度は高いと認識していたが、6 社が頻

度 1 でほぼ発生しないと認識されていた。実際にセキュリティ対

策をしっかりされているため、頻度 1 と認識されていれば問題な

いが、以下理由で情報漏洩の頻度のリスクを過小評価している可

能性があるので、注意すべきリスク項目の一つと考える。 

 過小評価する理由は、2 つある。 

1 つ目は、私が前職(三菱電機株式会社)の部内の情報セキュリ

ティ担当をしていた経験からである。社内のネットワークを持ち、

記録媒体が利用できる PC にも制限をかけ、宛名が不明な添付フ

ァイル等を開かないように教育をしていても、ウィルス感染等の

報告は何度か発生した。また、他部署では、宛先ミスによるメー

ルの誤送信等で事故なりかける事態も発生した(メール送信時、

宛先を再度確認するシステムは導入済)。大手企業で、従業員教

育をしっかりしていても、情報漏洩になる恐れがたびたび発生す

るため、注意すべきリスクの一つと考える。 

 2 つ目は、情報漏洩の事故は毎日どこかで発生しているからで
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ある。添付資料 4 を見ると、2016 年 11 月のみで 39 件の事故が

発生している。情報漏洩に気付いていないものや、事故になりか

けたもの等を含めると膨大な数が情報漏洩の危機が発生してい

ると考えられる。 

 以上により、実際に従業員教育やシステムセキュリティ対策が

しっかり出来ていたとしても、情報漏洩になりそうなリスクの頻

度はそれなりにあると考える。そのため、見逃しの可能性もある

ので、注意すべき項目の一つと考える。 

 

c. 退職 

 退職の頻度と影響度に多少のバラツキがあった。バラツキのあ

った理由は、各社同様の理由であるが、その人が抜けたときに変

わりがいない企業程影響度が大きいということであった。また、

頻度が少ない理由は、現時点で退職者が少ないからとのことであ

る。そのため、従業員等が増えたときは退職の頻度も増えてくる

可能性もあると認識されている。 

 このことから、退職のリスクについては、各企業とも認識され、

見逃しは少ないと考えられる。 

 

d. その他 

 他のリスク項目として、株式譲渡価格や株式譲渡先の頻度は全

体的に少なく、ベンチャー・キャピタルから資金調達をしている

企業のみリスクの頻度が 2、影響度が 5 と高くなっていた。先行

研究の内容とも一致している結果となった。 

不良施設(不動産)、不良設備のリスクは、どちらも影響度が低

いという認識であった。IT 企業では高い設備を持つ必要もなく、

東京近辺であれば立地の良い場所は探しやすいためリスクの認

識が低いと考える。先行研究の内容とは一致していないが、経営

者の認識は正しいと推測して良いと考える。 

技術開発の失敗は新規事業をやる企業程リスクが少し高くな

るという傾向であった。1 社のみ頻度も影響度も高くなっていた

が、これは設立 1 年目で技術開発の失敗のリスクをかなり認識さ

れている。従来型のビジネスを長年やる企業程技術開発の失敗の

リスク認識は少ないという結果になった。 

法規・法令の変更は、事業の継続に影響を与える恐れがあるの

で、全体的に影響度は高い結果となった。但し、頻度にバラツキ
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があるが、法規・法令の変更のタイミングはどの程度あるか把握

しづらいので、経営者で認識に差があるのは仕方ないことかもし

れない。ただし、影響があることは皆認識されているので、法規・

法令の変更のリスクの見逃しは少ないと言える。 

訴訟(前雇用主から)のリスクについては、全体的にリスクの認

識が低い結果となった。前職を辞めて企業した人の回答として

は、最初は警戒していたのだが、特に何事もなく起業できたと

のことであった。この内容は、先行研究とは違うが、ニュース

等でも起業時に訴訟があったと見かけないので、日本において

は起業時における訴訟(前雇用主から)のリスクは少ないかもし

れない。 

図 10 各リスク項目のグラフ 2 

 

資金調達 法規・法令の変更
発生頻度 影響度 発生頻度 影響度

A社 1 2 A社 3 3
B社 1 3 B社 1 4
C社 2 2 C社 4 3
D社 3 5 D社 1 5
E社 2 1 E社 2 5
F社 1 4 F社 3 4
G社 1 3 G社 0 0
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不良施設(不動産) 不良設備
発生頻度 影響度 発生頻度 影響度

A社 1 1 A社 1 1
B社 1 1 B社 1 4
C社 1 2 C社 2 1
D社 1 1 D社 2 1
E社 1 1 E社 1 1
F社 1 1 F社 1 2
G社 2 3 G社 0 0

株式譲渡価格 株式譲渡先
発生頻度 影響度 発生頻度 影響度

A社 1 2 A社 1 2
B社 1 1 B社 1 1
C社 1 1 C社 1 1
D社 2 5 D社 2 5
E社 1 5 E社 1 1
F社 1 1 F社 1 4
G社 0 0 G社 0 0

退職 技術開発の失敗
発生頻度 影響度 発生頻度 影響度

A社 1 5 A社 3 2
B社 1 1 B社 1 5
C社 2 1 C社 5 5
D社 3 2 D社 2 3
E社 3 2 E社 1 5
F社 1 3 F社 1 3
G社 1 3 G社 3 2
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(2) 他業界(自動車・学園)と比較 

 まず、自動車業界のロシア事業のリスクマップと比較する。 

他業界といえども、いくつか共通する項目がある。1 つ目は、トヨタ自

動車もいすゞ自動車も、新規事業をする際には労働・雇用のリスクを高

く認識している。環境は全然違うが、大企業でも労働・雇用は苦労して

いるので、IT 業界のスタートアップ企業でも人材獲得に苦労することに

納得できる。2 つ目は、いすゞ自動車でもリスクの認識が高い取引先ト

ラブル等である。環境が日本とも大きく違うが、IT 事業を海外展開する

際にも同様に顧客の未払い等や政府の支援が受けられないための苦労等

が発生することがありえる。。 

 また、IT 事業では情報漏洩のリスクの頻度が高く、リスク認識の見逃

しもあるのではないかと述べたが、自動車業界でも同様のことがあると

考える。トヨタ自動車もいすゞ自動車もリスクの頻度は少なめに認識し

ているのではないかと考える。理由は、2013 年にトヨタ自動車の企業ホ

ームページが不正アクセスにより改ざんされた事故4や、日産自動車の社

員が退職時に不正アクセスをし、新型車情報を取得するという事故5が発

生しているからである。一般的には、これらは氷山の一角であり、事故

になっていることに気付かない場合や、事故になりそうな出来事等は

多々存在していると考えるべきである。実際は、トヨタ自動車もいすゞ

自動車も情報漏洩の対策等はかなりやっていると思われるが、関連グル

ープ会社、現地新人社員の教育まで行うことが出来ているか不明である。

ただ、リスクの頻度としてもう少し高くてもよいのかと私が IT 事業と比

較して感じた点である。 

 

 次に、仙台育英学園のリスクマップと IT 業界のリスクを比較してみる。

まず、大きく違うところは、IT 業界は企業であり利益を出さないといけ

ないため、市場ニーズの変化やニーズの調査不足、ビジネスモデルの不

良等のお金に関するリスク認識は高い結果となっていたが、仙台育英学

園の場合では、財務リスクがどれも低い結果となっていた。営利組織と

非営利組織の違いを考えれば当然の結果のようにも思える。他にも、ハ

ザードのリスクやオペレーションのリスクが高いことを考えると、営利

組織と学校法人等の非営利組織では、全く別物のリスクマップが出来上

がるということがわかった。 

                                                   
4 ビジネス+IT 2013 年 6 月記事 

5 神奈川新聞 カナコロ 2014 年 5 月 14 日記事 
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5. 考察結果・まとめ 

 今回の調査から、スタートアップの IT 企業が考えるリスク項目の特徴とリス

ク項目の見逃し(過小評価)が起きている可能性があると分かった。 

 リスク項目の特徴として、先行研究とも一致し、経営者のリスク項目の認識

も高いものが 3 つある。1 つ目は、IT 事業では参入障壁が低く、新規参入がし

やすい状況である。そのため、競争過多のリスクが高い。2 つ目は、エンジニア

不足のため、人材難になりやすい状況である。そのため、人材難のリスクが高

い。3 つ目は、人件費、外注費用等で一定のコストがかかっている。そのため、

コスト増のリスクが高い。以上 3 つのリスクは、適切な対策が出来るかは分か

らないが、多くの企業がこの 3 つのリスクを重要と考えているため、見逃しは

少ないと言える。 

 先行研究と一致しないが、経営者で共通の認識があったリスク項目は、資金

調達であった。ベンチャー・キャピタルから出資をうけなくても IT 事業では受

注等で資金を稼ぐことができる。そのため、始めから収益につながる事業を始

めやすく、収益が安定してきたら、自社サービス、事業の多角化も視野に入れ

ることができる。結果、総じて資金調達リスクは低い傾向となった。但し、先

行研究と同様に、すぐに利益に繋がらないが、事業の規模が大きくなる可能性

を秘め、上場等も目指せるのであれば、ベンチャー・キャピタルからの資金調

達の方が効率良いと考えられる。この場合は、資金調達のリスク(頻度・影響度)

を高く認識する必要がある。 

 リスク項目の見逃しが発生しているかもしれない項目は、4つある。1つ目は、

情報漏洩である。情報漏洩のリスクについて、各企業影響度は高いという認識

であったが、頻度は低い結果となった。誤送信や、ウィルスソフトで検知され

ない新型のウィルス感染、記録媒体等の紛失、街中での重要機密会話、上長等

に報告がないので気付かない、等事故になりえる出来事は発生している可能性

が高い。そのため、注意が必要なリスク項目である。2 つ目は、取引先の問題で

ある。事業の性質かもしれないが、このリスクを高く認識している企業として

いない企業があるので、実際に取引先のトラブルを経験したかしていないかが

影響しているかもしれない。そのため、注意すべきリスク項目である。3 つ目と

4 つ目は、市場ニーズの変化とニーズの調査不足である。新事業等を実施してい

る企業ほどリスクの認識は高いが、従来型の事業(受注開発等)をしている企業も

この 2 つのリスクが影響すると考えられる。そのため、従来型の事業をしてい

る企業程、注意する必要が出てくるのかもしれない。 
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 実際にリスクの対応や対策等を適切に実施することは、スタートアップ企業

という限られた資金の中では難しいかもしれない。ただし、意識しなければい

けないリスク等を考えておくことで、事前に多少でも対応でき、突発の事態に

備えることができるのではないかと考える。 

 

本研究の限界 

 本研究の限界は 2 点ある。1 点目は、インタビューできた企業は、業績の良い

企業であったため、業績の悪い企業にインタビューできなかった点である。業

績が悪い企業のリスク項目等が分かれば、企業がどのようなリスクマップを考

え、どのような問題が起きたかを把握できたかもしれない。2 点目は、インタビ

ューした企業の数が少なかったことである。特に、ベンチャー・キャピタルか

ら出資を受けている企業を他に数社聞けるとその企業同士でリスクマップにど

のような違いがあったかを把握できたと考える。 
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添付資料 

添付資料 1 シリコンバレーにおけるスタートアップ企業の一覧表 

 N
o

項
目

詳
細

リ
ス

ク
成

果
(R

O
I)

1
ア

イ
デ

ア
の

獲
得

1
. 
内

容
　

(1
)孤

独
な

作
業

　
　

・
様

々
な

疑
問

(人
生

を
ど

う
し

た
い

か
、

名
声

が
ほ

し
い

の
か

、
経

済
的

成
功

を
し

た
い

の
か

、
配

偶
者

は
サ

ポ
ー

ト
し

て
く
れ

る
か

・
・
・
・
)が

生
ま

れ
る

た
め

、
こ

の
疑

問
を

処
理

し
て

お
く
こ

と
が

後
の

成
功

ポ
イ

ン
ト

⇐
こ

の
疑

問
が

、
自

分
の

研
究

内
容

に
近

い
2
. 
主

要
な

コ
ス

ト
　

(1
)創

業
者

の
時

間
。

①
現

実
的

認
識

が
足

り
な

い
こ

と
。

　
(ア

イ
デ

ア
が

現
実

社
会

で
実

現
性

が
あ

る
の

か
を

判
断

で
き

な
い

こ
と

。
)

①
夢

見
る

こ
と

の
楽

し
さ

②
創

造
性

の
発

揮
③

自
分

の
人

生
の

目
的

の
源

④
優

れ
た

ア
イ

デ
ア

2
キ

ッ
チ

ン
テ

ー
ブ

ル
の

周
り

に
集

ま
る

1
. 
内

容
　

(1
)ア

イ
デ

ア
を

実
現

的
な

も
の

へ
　

　
・
ビ

ジ
ョ
ン

に
磨

き
を

か
け

る
　

　
・
数

人
で

打
合

せ
を

実
施

2
. 
主

要
な

コ
ス

ト
　

(1
)創

業
者

及
び

、
一

人
以

上
(友

人
)の

時
間

①
秘

密
が

漏
れ

る
リ

ス
ク

　
(退

社
前

で
あ

れ
ば

、
現

雇
用

主
に

新
会

社
設

立
計

画
を

知
ら

れ
て

し
ま

う
。

最
悪

な
ケ

ー
ス

は
、

他
に

ア
イ

デ
ア

を
奪

わ
れ

、
起

業
で

き
な

い
。

)

①
リ

ス
ク

対
報

酬
の

ト
レ

ー
ド

オ
フ

を
整

理
←

た
ぶ

ん
、

全
体

像
的

な
も

の
で

、
細

か
く
は

な
い

3
創

業
者

達
の

確
約

を
得

る
こ

と
1
. 
内

容
　

(1
)自

分
の

メ
ン

バ
ー

の
重

要
人

物
か

ら
確

約
を

得
る

こ
と

。
　

(圧
力

が
か

か
っ

た
時

、
中

核
的

な
チ

ー
ム

メ
ン

バ
ー

が
辞

め
て

し
ま

う
。

)
2
. 
主

要
な

コ
ス

ト
　

(1
)心

理
的

な
も

の
。

計
画

に
参

加
す

る
か

脱
落

す
る

か
の

意
思

①
チ

ー
ム

メ
ン

バ
ー

が
、

起
業

の
ビ

ジ
ョ
ン

に
対

し
て

生
半

可
な

熱
意

し
か

持
た

な
い

こ
と

。
　

(逃
げ

腰
な

態
度

は
危

険
。

外
部

等
の

プ
レ

ッ
シ

ャ
ー

が
か

か
る

と
辞

め
る

可
能

性
が

あ
る

。
)

①
チ

ー
ム

メ
ン

バ
ー

の
確

固
た

る
決

意
。

②
共

有
す

る
ビ

ジ
ョ
ン

の
基

盤

3
.1

弁
護

士
の

選
定

①
良

い
弁

護
士

を
選

べ
て

い
な

い
こ

と
4

現
在

の
雇

用
主

か
ら

の
離

脱
1
. 
内

容
　

(1
)相

互
利

益
が

得
ら

れ
る

よ
う

に
会

社
を

辞
め

る
こ

と
が

で
き

る
よ

う
に

支
援

す
る

こ
と

。
2
. 
主

要
な

コ
ス

ト
　

　
①

法
律

事
務

所
に

支
払

い
が

発
生

。
(成

果
報

酬
で

仕
事

を
受

け
て

く
れ

た
り

も
す

る
。

)
　

こ
の

頃
か

ら
貯

蓄
を

切
り

崩
す

か
、

コ
ン

サ
ル

テ
ィ

ン
グ

の
よ

う
な

パ
ー

ト
タ

イ
ム

業
務

に
よ

る
生

活
を

実
施

。

①
創

業
者

の
前

雇
用

主
に

よ
る

訴
訟

　
(会

社
の

ノ
ウ

ハ
ウ

、
同

じ
営

業
先

)
②

チ
ー

ム
メ

ン
バ

の
前

雇
用

主
に

よ
る

反
対

提
案

で
創

業
メ

ン
バ

ー
を

失
う

こ
と

③
パ

ー
ト

タ
イ

ム
で

コ
ン

サ
ル

テ
ィ

ン
グ

業
務

を
行

っ
て

い
る

会
社

か
ら

、
訴

訟
が

発
生

す
る

こ
と

(ベ
ン

チ
ャ

ー
の

ラ
イ

バ
ル

に
な

る
、

重
要

な
情

報
を

知
ら

れ
る

。
)

①
創

業
者

チ
ー

ム
が

す
べ

て
の

前
雇

用
主

か
ら

ク
リ

ー
ン

に
離

脱
で

き
る

こ
と

。
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N
o

項
目

詳
細

リ
ス

ク
成

果
(R

O
I)

5
ビ

ジ
ネ

ス
プ

ラ
ン

の
策

定
1
. 
内

容
　

(1
) 

創
業

者
の

ビ
ジ

ョ
ン

が
ビ

ジ
ネ

ス
プ

ラ
ン

と
し

て
文

書
形

式
に

作
成

さ
れ

る
。

(ブ
ラ

ッ
シ

ュ
ア

ッ
プ

さ
れ

て
い

く
イ

メ
ー

ジ
)

　
(2

) 
作

成
時

間
は

、
予

想
以

上
に

時
間

が
か

か
る

。
　

　
・
参

加
者

：
創

業
者

、
コ

ン
サ

ル
タ

ン
ト

、
弁

護
士

、
会

計
事

務
所

2
. 
主

要
な

コ
ス

ト
　

(1
)無

料
で

働
い

て
く
れ

る
よ

う
に

説
得

で
き

な
け

れ
ば

、
支

援
者

1
人

当
た

り
の

費
用

(時
間

単
価

)、
事

務
用

品
、

パ
ソ

コ
ン

、
ソ

フ
ト

ウ
ェ

ア
が

発
生

す
る

①
続

行
す

る
だ

け
の

価
値

が
な

い
計

画
や

、
そ

れ
ま

で
の

作
業

が
無

駄
に

な
っ

て
し

ま
う

よ
う

な
計

画
を

創
業

者
が

作
り

出
す

こ
と

。
②

ビ
ジ

ネ
ス

プ
ラ

ン
を

し
っ

か
り

練
れ

て
い

な
い

こ
と

。
(投

資
家

の
資

金
調

達
に

影
響

し
て

く
る

)

①
創

業
者

の
ビ

ジ
ョ
ン

が
さ

ら
に

洗
礼

さ
れ

て
ひ

ら
め

き
に

富
む

。
何

度
も

考
え

た
結

果
、

持
続

可
能

な
競

争
力

あ
る

優
位

性
の

ベ
ー

ス
を

築
け

る
。

②
文

章
形

式
の

ビ
ジ

ネ
ス

プ
ラ

ン

6
経

営
管

理
チ

ー
ム

の
充

当
1
. 
内

容
　

(1
) 

新
会

社
を

稼
働

す
る

の
に

必
要

な
人

員
数

を
予

測
。

(主
力

の
マ

ネ
ー

ジ
ャ

ー
、

チ
ー

ム
メ

ン
バ

ー
)。

予
測

に
は

具
体

的
な

作
業

も
考

え
、

報
酬

(誰
に

何
時

、
ど

の
く
ら

い
の

株
を

持
た

せ
る

か
も

)考
え

る
。

　
(2

)活
力

に
満

ち
、

能
力

の
あ

る
人

材
を

採
用

　
(3

)や
り

方
　

　
①

友
人

た
ち

の
口

コ
ミ

　
　

②
法

律
事

務
所

の
連

絡
網

を
活

用
(マ

ー
ケ

、
販

売
員

、
経

理
等

)
　

　
③

メ
デ

ィ
ア

を
活

用
　

　
④

リ
ク

ル
ー

タ
ー

に
従

事
さ

せ
る

2
. 
主

要
コ

ス
ト

　
(1

)リ
ク

ル
ー

ト
活

動
に

は
膨

大
な

時
間

が
か

か
る

。
リ

ク
ル

ー
タ

ー
を

雇
う

と
コ

ス
ト

も
か

か
る

。

①
妥

協
：
人

材
を

妥
協

し
て

採
用

(や
っ

て
は

い
け

な
い

。
)

②
会

社
に

資
金

が
な

け
れ

ば
、

候
補

者
が

N
O

と
言

う
。

③
機

密
の

漏
洩

：
採

用
を

断
っ

た
候

補
者

が
自

分
の

会
社

に
戻

り
、

起
業

会
社

で
の

面
接

の
時

に
得

た
極

秘
の

案
件

を
リ

ー
ク

し
て

し
ま

う
。

①
活

力
溢

れ
る

人
材

が
集

ま
る

7
資

金
調

達
1
. 
内

容
　

(1
)下

記
項

目
を

決
定

す
る

 　
①

ど
の

ベ
ン

チ
ャ

ー
キ

ャ
ピ

タ
リ

ス
ト

に
接

触
す

る
か

。
 　

②
他

の
競

争
相

手
の

先
手

を
う

っ
て

、
ベ

ン
チ

ャ
ー

キ
ャ

ピ
タ

リ
ス

ト
に

ビ
ジ

ネ
ス

プ
ラ

ン
を

提
出

で
き

る
か

。
 　

③
群

を
抜

く
優

位
性

を
持

っ
て

い
る

こ
と

を
ど

う
実

証
す

る
か

　
(2

)V
C

会
社

か
ら

資
金

の
確

実
な

公
約

を
受

け
る

こ
と

　
　

(①
接

触
先

、
②

プ
レ

ゼ
ン

テ
ー

シ
ョ
ン

、
③

評
価

額
、

希
薄

化
、

取
引

価
格

設
定

の
支

援
等

が
必

要
に

な
る

。
)

2
. 
主

要
な

コ
ス

ト
　

(1
)時

間
　

(2
)ス

ト
レ

ス
：
個

人
の

蓄
え

が
少

な
る

に
つ

れ
て

、
失

敗
す

る
恐

怖
。

配
偶

者
か

ら
会

社
の

立
上

げ
の

可
能

性
を

疑
わ

れ
る

。
　

(3
)ベ

ン
チ

ャ
ー

キ
ャ

ピ
タ

リ
ス

ト
に

売
り

込
む

費
用

(コ
ピ

ー
代

、
宅

急
便

、
出

張
費

等
)

①
先

導
す

る
ベ

ン
チ

ャ
ー

キ
ャ

ピ
タ

リ
ス

ト
が

い
な

い
と

い
う

こ
と

。
②

い
つ

ま
で

た
っ

て
も

、
資

金
調

達
が

出
来

な
い

こ
と

。
③

株
を

安
す

ぎ
る

価
格

で
売

却
す

る
こ

と

①
先

導
的

な
V
C

(ベ
ン

チ
ャ

ー
キ

ャ
ピ

タ
ル

)会
社

が
深

く
か

か
わ

り
を

も
っ

て
起

業
を

バ
ッ

ク
ア

ッ
プ

す
る

こ
と

。
②

起
業

会
社

の
資

金
の

確
約

③
公

正
な

価
格

設
定

に
よ

る
取

引
④

期
日

ま
で

の
ス

ケ
ジ

ュ
ー

ル
表

が
作

成
さ

れ
る



33 

 

 

N
o

項
目

詳
細

リ
ス

ク
成

果
(R

O
I)

8
法

人
化

お
よ

び
銀

行
預

金
1
. 
内

容
　

(1
)法

人
化

す
る

た
め

の
弁

護
士

を
選

任
　

(2
)銀

行
口

座
を

開
設

　
　

⇒
そ

の
後

、
V
C

の
資

金
を

預
金

し
て

も
ら

う
(通

常
は

、
1
,2

ヶ
月

か
か

る
)

2
. 
主

要
な

コ
ス

ト
　

(1
)法

的
な

経
費

お
よ

び
関

連
す

る
費

用
(3

,0
0
0
ド

ル
～

5
,0

0
0
ド

ル
)

①
投

資
家

が
資

金
供

給
業

務
か

ら
、

突
然

手
を

ひ
く

こ
と

(E
x.

全
て

の
作

業
が

終
わ

り
銀

行
に

お
金

が
入

る
の

を
待

つ
状

態
で

あ
り

、
全

て
の

従
業

員
が

前
の

会
社

を
辞

め
た

後
、

V
C

か
ら

内
部

問
題

の
た

め
取

引
か

ら
手

を
引

く
と

通
達

。
)

①
銀

行
に

入
金

さ
れ

る

9
本

拠
地

を
探

す
1
. 
内

容
　

(1
) 

適
切

な
作

業
部

屋
を

手
に

入
れ

る
　

(リ
ー

ス
期

間
、

物
件

の
大

き
さ

も
考

慮
。

使
用

さ
れ

な
い

ス
ペ

ー
ス

は
無

駄
に

な
る

た
め

。
)

2
. 
主

要
な

コ
ス

ト
　

(1
)C

E
O

が
本

拠
地

を
探

し
出

す
ま

で
の

時
間

。
　

(2
)備

品
家

具
、

各
従

業
員

の
コ

ス
ト

(電
話

、
コ

ン
ピ

ュ
ー

タ
ー

、
デ

ス
ク

・
・
・
等

)

①
不

良
の

施
設

を
選

択
し

て
し

ま
う

こ
と

　
・
悪

い
立

地
場

所
：
通

勤
が

困
難

で
あ

れ
ば

、
従

業
員

を
募

集
し

に
く
い

　
・
悪

い
イ

メ
ー

ジ
：
職

場
が

安
っ

ぽ
い

外
観

だ
と

、
従

業
員

の
募

集
を

し
に

く
い

　
・
悪

い
サ

イ
ズ

：
大

き
す

ぎ
て

も
、

小
さ

す
ぎ

て
も

不
適

切
　

・
家

賃
が

高
い

：
資

金
の

無
駄

遣
い

　
・
賃

借
期

間
が

長
す

ぎ
る

：
(起

業
の

成
長

速
度

を
予

測
す

る
こ

と
は

困
難

で
あ

る
が

、
誰

か
が

適
切

な
数

値
を

選
択

し
な

け
れ

ば
な

ら
な

い
。

)

①
優

れ
た

本
拠

地
を

得
る

(優
れ

た
従

業
員

を
引

き
付

け
、

優
良

な
顧

客
に

高
印

象
を

与
え

る
。

)

1
0

立
上

げ
1
. 
内

容
　

(1
)所

要
人

員
を

確
保

(雇
用

は
計

画
よ

り
遅

れ
る

の
が

普
通

。
)

　
(2

)最
初

の
製

品
製

造
を

開
始

2
.主

要
な

コ
ス

ト
　

(1
)次

々
と

費
用

が
発

生
す

る
た

め
、

毎
月

の
コ

ス
ト

は
う

な
ぎ

の
ぼ

り
に

増
大

す
る

。
(資

金
消

費
率

(バ
ー

ン
レ

ー
ト

：
毎

月
の

あ
ら

ゆ
る

事
柄

に
対

し
て

ど
れ

だ
け

の
現

金
が

使
わ

れ
る

か
と

い
う

こ
と

。
)

　
(2

)製
造

の
た

め
の

予
算

(試
験

装
置

の
発

注
等

)

①
製

品
完

了
日

程
の

遅
れ

②
市

場
が

不
完

全
で

、
競

争
過

多
に

な
る

。
(大

手
の

参
入

等
・
・
・
)

③
優

れ
た

人
材

の
不

足
(現

在
は

、
エ

ン
ジ

ニ
ア

が
不

足
。

)

①
熱

意
に

溢
れ

た
人

々
が

、
創

業
時

の
ビ

ジ
ョ
ン

を
も

と
に

、
熱

心
に

活
気

が
あ

ふ
れ

て
仕

事
を

し
て

い
る

。

1
1

第
2
次

資
本

調
達

ラ
ウ

ン
ド

1
. 
内

容
　

(1
)十

分
な

資
金

を
募

り
、

現
在

の
資

金
に

テ
コ

入
れ

を
す

る
2
. 
主

要
な

コ
ス

ト
　

(1
)時

間
が

主
な

コ
ス

ト
。

(個
人

的
な

ス
ト

レ
ス

も
大

き
く
な

る
。

)。
1
～

4
年

間
は

、
C

E
O

の
2
5
%
の

時
間

は
資

金
調

達
に

費
や

さ
れ

る
。

①
資

金
が

切
れ

る
：
給

与
の

遅
払

い
等

が
発

生
②

経
営

焦
点

の
欠

如
：
外

部
と

の
折

衝
に

な
れ

て
い

な
い

た
め

、
問

題
が

発
生

す
る

(時
間

が
と

ら
れ

た
り

、
条

件
の

悪
い

交
渉

)
③

破
産

：
善

悪
問

わ
ず

、
多

く
の

要
因

に
よ

っ
て

破
産

す
る

可
能

性
が

あ
る

①
銀

行
に

十
分

な
資

金
が

存
在

す
る

②
最

後
の

ラ
ウ

ン
ド

の
見

積
も

り
よ

り
、

か
な

り
高

い
単

価
と

な
っ

た
株

の
持

分



34 

 

 N
o

項
目

詳
細

リ
ス

ク
成

果
(R

O
I)

1
2

最
初

の
製

品
の

発
売

1
. 
内

容
　

(1
)本

来
の

ビ
ジ

ネ
ス

プ
ラ

ン
に

焦
点

を
当

て
る

こ
と

。
(他

の
製

品
、

テ
ク

ノ
ロ

ジ
ー

、
顧

客
セ

グ
メ

ン
ト

の
手

を
拡

げ
た

り
は

N
G

)
　

(2
)顧

客
の

獲
得

(最
初

の
製

品
は

高
品

質
で

あ
る

こ
と

。
試

験
的

発
注

を
受

け
て

く
れ

る
の

は
、

初
回

製
品

だ
け

で
あ

り
、

2
度

目
の

チ
ャ

ン
ス

は
与

え
ら

れ
な

い
。

)
2
. 
主

要
な

コ
ス

ト
　

(1
)マ

ー
ケ

テ
ィ

ン
グ

費
用

、
販

売
費

　
(2

)従
業

員
が

増
え

る
た

び
に

バ
ー

ン
レ

ー
ト

も
増

加
　

⇒
驚

く
ほ

ど
の

忍
耐

強
い

精
神

が
要

求
さ

れ
る

①
焦

点
の

欠
如

(可
能

な
限

り
、

最
初

の
製

品
に

集
中

す
る

必
要

が
あ

る
)

②
製

品
出

荷
日

程
の

遅
れ

(従
業

員
や

主
任

等
が

燃
え

尽
き

て
し

ま
わ

な
い

よ
う

に
配

慮
も

必
要

)
③

基
準

に
達

し
な

い
性

能
(過

剰
性

能
も

良
く
な

い
)

④
市

場
で

受
け

入
れ

ら
れ

な
い

。
要

は
、

売
れ

な
い

。
⑤

大
企

業
に

よ
る

攻
撃

(業
界

規
格

を
変

更
し

た
り

、
情

勢
を

悪
化

さ
せ

る
た

め
に

弁
護

士
を

使
っ

た
り

。
)

①
優

秀
な

従
業

員
を

持
ち

、
エ

キ
サ

イ
テ

ィ
ン

グ
で

自
信

に
溢

れ
た

会
社

の
オ

ー
ナ

ー
と

な
っ

た
事

実
。

（
最

初
に

刈
り

取
る

実
は

最
初

の
製

品
）

　
結

果
、

取
締

役
会

で
称

賛
の

言
葉

を
か

け
て

も
ら

い
、

業
界

メ
デ

ィ
ア

の
代

表
者

か
ら

取
材

の
電

話
が

く
る

1
3

運
転

資
金

の
調

達
1
. 
内

容
　

(1
)V

C
の

資
金

供
給

の
不

足
分

を
銀

行
借

り
入

れ
で

補
う

2
. 
主

要
コ

ス
ト

　
(1

)ロ
ー

ン
コ

ス
ト

、
C

E
O

の
時

間
　

(持
分

を
希

薄
化

さ
せ

な
い

こ
と

を
考

え
る

と
、

株
式

よ
り

も
借

入
金

の
方

が
創

業
者

に
と

っ
て

価
値

が
あ

る
)

①
借

入
金

の
返

済
が

都
合

の
悪

い
時

期
に

起
こ

る
こ

と
。

(例
：
顧

客
か

ら
の

代
金

回
収

が
ま

だ
行

わ
れ

て
い

な
く
、

給
与

支
払

い
が

発
生

し
、

資
金

不
足

に
陥

り
そ

う
な

時
期

に
、

返
済

を
行

う
等

)

①
業

務
終

了
時

点
で

、
銀

行
に

資
金

を
預

け
ら

れ
て

い
る

。

1
4

初
回

株
式

公
募

1
. 
内

容
　

(1
) 

株
式

の
公

募
2
. 
主

要
な

コ
ス

ト
　

(1
) 

弁
護

士
や

会
計

士
の

費
用

、
印

刷
費

、
出

張
費

(計
5
0
万

$
の

支
出

を
覚

悟
す

る
必

要
が

あ
る

。

①
IP

O
の

タ
イ

ミ
ン

グ
を

見
逃

し
て

し
ま

う
こ

と
。

(早
す

ぎ
て

も
、

遅
す

ぎ
て

も
ダ

メ
)

②
市

場
の

公
募

を
延

期
し

た
り

、
中

止
し

た
り

し
て

し
ま

う
こ

と
。

　
・
株

価
設

定
が

高
す

ぎ
る

場
合

、
集

ま
ら

な
い

　
・
株

価
設

定
が

低
す

ぎ
る

場
合

、
集

ま
る

資
金

が
少

な
く
な

る
。

(例
：
低

迷
す

る
株

式
市

場
に

売
り

込
ん

で
し

ま
っ

た
り

、
予

想
外

に
売

り
上

げ
が

低
い

四
半

期
に

ぶ
つ

か
っ

た
り

。
)

・
業

界
に

お
け

る
成

功
の

イ
メ

ー
ジ

(顧
客

の
信

用
を

得
や

す
く
な

る
)

・
投

資
家

に
よ

る
投

資
額

の
増

額
・
創

業
者

は
、

書
類

上
億

万
長

者
・
従

業
員

は
、

正
味

財
産

を
増

や
す

こ
と

が
出

来
る

。
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添付資料 2 ヒアリングシート 

 

(答えにくいものは、未回答で大丈夫です。)  

 

1. 確認事項 

(1) 会社概要についての確認 

販売商品(サービス)、創業年数、社員数、ビジネスモデル(収益構造、ター

ゲット、他社との違い)、資金調達(有/無)の規模と調達先(VC、エンジェル、

銀行)及びタイミング 

 

(2) リスクマップ 

手作りのボードを活用 

 (リスクの考え方についての見える化) 

 (資金調達前と後で、変化があるか。) 

 

2. 質問事項 

① 起業したきっかけを教えてください？ 

 

② 起業した当初のビジネスモデルは、どのようなものであったのでしょう

か？(利益構造、ターゲット、他社との違い) 

 

③ 起業した当初のビジネスモデルがうまくいかない場合、どのように考えて

いましたか？(リスクヘッジを考えていたか) 

 

④ 現在、そのビジネスモデルは、なぜ変わったのでしょうか？ 

(変わっていなければ、不要。リスクがあるから。もしくは、リスクがあっ

たから変えたのでしょうか？) 

 

⑤ 何かしらの理由で現在のビジネスモデルが、うまくいかない場合は、  

どのように考えていますか？(リスクヘッジ)(規制、競合が増えシェアが縮 

小、事故) 

 

⑥ ビジネスモデルに対して、○○○はリスクと感じていますか？ 

⑦ リスクマップの優先度が高そうな理由と対応は？(重点的に取り組んでい

るものは？) 
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⑧ 今後、対応していきたいリスク対策はありますか？ 

 

3. その他 

(1) 業績(目的変数)  

① 去年と比較をして業績(利益)はどうか？ 

 

   

 

② 5年前と比較をして業績(利益)はどうか？ 

 

   

 

 

 (2) 5年後の目標は? (なんでも OK)  

 

 

(3) 将来的に 

①  貴社を将来的にどうしたいですか。 

②  貴社を社会とどう関わっていきたいですか。 
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添付資料 3 ベンチャー・キャピタリスト以外からの資金調達について 

 

インタビューの回答として下記意見があった。 

・資金に困ってはいないが、銀行との取引実績を作るためにお金を借りた。 

(もしくは、銀行との付き合いのため。) (3 社が同一回答) 

・ベンチャー・キャピタルから資金調達を絶対にしない。(3 社が同一回答) 

特に、先行研究等をみると、スタートアップの企業であれば、皆ベンチャー・

キャピタルから資金調達をしたいと私は考えていたが、実際には絶対に借りな

いと決意している経営者が数人いた。理由はさまざまであるが、主に下記の通

りである。 

・経営にかなり口を出してくるため、自由に経営が出来なくなる。 

・ベンチャー・キャピタルは闇金融と同じ。投資をしているはずなのに、 

事業が傾くと資金回収業者を利用して資金を少しでも回収しようとする。 

1 つ目の理由は、先行研究にも書いてあることだが、2 つ目の理由は、インタ

ビューをしてこのような人たちもいることを理解した。 

自己資本等で起業するのであれば、企業の利益が出ている限り資金調達のリ

スクは低くなる。但し、ベンチャー・キャピタルから資金調達する際は、資金

調達のリスクは高くなる。但し、株式上場を視野に入れてスケールアップを狙

うのであれば、ベンチャー・キャピタルから資金調達をして一つの事業に集中

できるのは効率が良い。その際は、 かなり慎重になって相手を選び資金調達す

る必要が出てくる。 
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添付資料 4 2016 年 11 月 情報漏洩事故の一覧表 

 

(出所) Security NEXT 個人情報漏洩事件・事故一覧 2016 年 11 月分 

 

日付 事故内容
2016/11/1 学生の個人情報含む書類やPCを紛失 - ニトリ
2016/11/2 教員が中学校生徒の個人情報含む私物USBメモリを紛失 - 大阪市
2016/11/2 個人情報の廃棄ミスを公表 - JR西日本ホテル開発
2016/11/4 中学校で個人情報含む連絡票を紛失 - 堺市
2016/11/4 個人情報が保存されたノートPCが所在不明 - NICT
2016/11/4 「古物取引承諾書」を保管期限前に誤廃棄 - ブックオフ
2016/11/4 組織間の配送過程で介護保険関連資料が所在不明に - 大阪市
2016/11/7 不正アクセスでクレカ情報流出の可能性 - 日本精神科看護協会
2016/11/7 マルウェア感染で債務者情報が流出か - 新生銀行関連会社
2016/11/7 メルマガ誤送信でメアドが流出 - わかさ出版
2016/11/8 シルバー人材センターが市報の配布名簿を紛失 - 和歌山市
2016/11/9 患者の個人情報含む論文を誤って投稿、閲覧可能に - 杏林大

2016/11/10 経団連のパソコンが外部と不正通信 - 詳細を調査中
2016/11/10 ホスティング事業者からクレカなど個人情報が流出 - 利用者サーバに不正ファイルも
2016/11/10 委託先で車両盗難、個人情報や水道メーターが被害に - 川口市
2016/11/10 取引先関係者の個人情報含むスマホを紛失 - 日本金属
2016/11/11 企業から返送されたアンケート調査票を誤廃棄 - 岩手県立大
2016/11/11 学校が提出した個人情報含む書類を紛失 - 横浜市
2016/11/11 個人情報記載の調査関係書類を一時紛失 - 大阪府
2016/11/15 不正アクセスで会員情報流出の可能性 - 椿本チエイン
2016/11/15 高校の出席簿や修学旅行参加承諾書が所在不明に - 大阪府
2016/11/16 合否結果など就活学生の個人情報を誤送信 - ディスコ
2016/11/16 顧客情報記載の帳票を紛失 - 宮城第一信金
2016/11/17 学生名簿を配送会社が紛失 - 近畿大
2016/11/17 取引先情報など含む記録媒体が一時所在不明に - Minoriソリューションズ
2016/11/18 顧客情報が複数サイト上に投稿、過去の不正アクセスで流出か - ZMP
2016/11/18 化粧品通販サイトに不正アクセス - クレカ情報流出の可能性
2016/11/21 メール誤送信で顧客のメアドが流出 - やる気スイッチグループHD
2016/11/22 顧客情報記載の内部文書が所在不明に - 帯広信金
2016/11/22 個人情報を県のウェブサイトに誤って公開 - 鳥取県
2016/11/22 園児の個人情報が盗難被害に - 茅ヶ崎市
2016/11/22 個人情報含むPCが盗難被害 - 日本診療放射線技師会
2016/11/24 印影など顧客情報含む伝票綴りを紛失 - 旭川信金
2016/11/24 高校生や保護者の個人情報含む書類を紛失 - 岐阜県
2016/11/24 外国人向けツアー客への事務連絡メールで誤送信 - 橿原市
2016/11/25 個人情報含む進路状況調査表が所在不明、盗難か - 東洋大
2016/11/28 操作ミスで顧客メアドリストを誤って送信 - ソフト開発会社
2016/11/30 ASKA容疑者のドラレコ映像報道でタクシー会社が謝罪
2016/11/30 業務PCが外部と不正通信、個人情報など流出 - 日経出版社


